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研究要旨 

本年度の研究は以下の４つのテーマに分かれて行った。 

１）児童虐待対応に携わる職員の勤務状況と業務上の課題認識の構造 

      ―児童相談所と市区町村の比較― 

 本調査は、児童虐待対応に携わる職員の勤務状況、および課題認識の構造を明らかにすることを

目的として、全国の児童相談所と市区の職員を対象に調査を実施したものである。先行するエキス

パートインタビュー研究で指摘された現場の課題を踏まえ、勤務状況、職場環境等業務上の共通課

題、および市区町村に特有の課題に関する質問項目を作成し、1,780 名から回答を得た。探索的因

子分析の結果、勤務状況については「業務負担感」「やりがいのなさ」「職場での孤立」の 3因子が

抽出され、これらは児童相談所と市区で共通していた。一方、課題認識については両者で異なる構

造が確認された。共通課題に関しては、「ケース理解の不十分さ」「防衛的・表層的・形骸化対応」

「面接力・説明力等に関する養成の不十分さ」などの因子が抽出されたが、児童相談所では実務負

担や対応の定型化と結びついた課題として認識される傾向があるのに対し、市区町村では人材育成

体制や組織内コミュニケーションの問題として認識される傾向が示された。さらに市区町村に特有

の課題として、「市区町村の役割の不明確さ」「母子保健と児童福祉の協働の困難さ」「機関協働の

困難さ」が抽出された。記述統計の結果からは、両者に共通して業務負担の高さと専門的実践能力

の養成機会の不足が強く認識されていることが明らかとなった。また、児童相談所では業務負担感

が市区より有意に高かった。加えて、児童相談所ではケース対応の実践過程に関わる課題が強く意

識される一方、市区町村では制度上の役割分担や機関連携に関わる課題がより強く認識されてい

た。 

以上より、児童虐待対応の現場における課題は、所属機関によりその構造や背景が異なることが示

唆され、各機関の特性を踏まえた人材育成および組織・制度設計の検討の必要性が明らかになっ

た。 
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Ⅰ．問題と目的 ２）児童相談所における「勤務状況に関する課題」と「業務上の課題」についての考察及び各因

子間の相関の考察 

 本研究は「児童虐待対応に携わる職員の勤務状況と課題認識の構造 ―児童相談所と市区町村

の比較―」における記述統計の結果及び、児童相談所・市区における「勤務状況」に示された因

子分析によって示された因子について、さらに、「児童相談所の課題」として示された子ども虐

待対応を行う中での児童相談所における組織上の課題や運営について、職種、経験年数、管理

職・非管理職、所在地を変数として１要因分散分析等の結果を示し、分析を進めた。さらに、

「勤務状況」に係る３因子、「児童相談所の課題」に係る４因子合計７因子の相関分析をするこ

とで、とりわけ、児童相談所が子ども虐待対応において「防衛的・表層的・形骸化対応」に至っ

てしまう構造的な４つの課題を明らかにした。つまり、 

１．業務負担感の常態化が「防衛的・表層的・形骸化対応」につながっていく  

２．職場での「孤立」が児童相談所業務のやりがいをなくしていく  

３．「意見の言えなさ」は組織の課題から生まれる 

４．「面接力、説明力に関する養成の不十分さ因子 」が「意見の言えなさ」を強化する 

である。 

 これらの因子は、児童相談所の現場において、相互に影響を与えながら、悪循環となって子ど

も虐待対応において「防衛的・表層的・形骸化対応」として硬直化し、それが継続されて悪循環

のサイクルを形成していることが示唆された。 

３）市区町村における「勤務状況に関する課題」と「業務上の課題」についての考察及び各因子

間の相関の考察 

 本研究は、児童虐待対応に携わる市区町村職員の勤務状況および課題認識の構造を明らかに

し、子ども虐待対応における実務上の困難がどのような構造によって生じているのかを検討する

ことを目的とした。とりわけ、死亡事例検証等において繰り返し提言がなされているにもかかわ

らず虐待死が減少しないという問題意識を背景に、市区町村における一次対応機関としての実務

の実態に着目した。 

分析には、「勤務状況」に関する３因子（業務負担感、やりがいのなさ、職場での孤立）および

「市区町村における課題」に関する４因子（防衛的・表層的・形骸化対応、ケース理解の不十分

さ、意見の言えなさ、面接力・説明力に関する養成の不十分さ）を用い、職種、経験年数、職

位、所在地との関係について分散分析等を行うとともに、因子間の相関分析を実施した。 

その結果、市区町村における子ども虐待対応は、個別の要因ではなく、複数の因子が相互に関連

しながら影響を及ぼす構造的問題として把握されることが示された。特に、業務負担感や職場で

の孤立といった勤務状況に関する要因が、やりがいの低下を通じて、防衛的・表層的・形骸化し

た対応を強化する可能性が示唆された。また、面接力・説明力に関する養成の不十分さや市区町

村の役割の不明確さは、防衛的対応と強く関連しており、専門性の不足および制度的曖昧さが実

務の質に影響を及ぼしていることが明らかとなった。 

さらに、職種や地域による差異は限定的であり、これらの課題が特定の条件に依存するものでは

なく、市区町村に共通する構造的問題として広く存在している可能性が示唆された。 

以上より、市区町村における子ども虐待対応の課題は、支援者の業務負担、組織内外の関係性、

専門性の確保、制度的役割の明確化といった複数の要因が相互に作用することによって生じる循

環的構造として理解される必要がある。今後は、個別の技術的改善にとどまらず、組織および制
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Ⅰ．問題と目的 

児童虐待による死亡事例等重大事例の検

証が国及び地方自治体の責務になった経緯

は次の通りである。 

2004 年４月に改正され、同年 10 月に施

行された児童虐待の防止等に関する法律の

一部を改正する法律において、新たに第４

条第５項が設けられ、国及び地方公共団体

の責務として、「児童虐待の防止等のために

必要な事項についての調査研究及び検証を

行う」ことが明記された。こうした状況を踏

まえ、社会保障審議会児童部会の下に「児童

虐待等要保護事例の検証に関する専門委員

会」（以下、検証委員会）が設置された。検

証委員会では、様々な専門分野で構成され

る有識者が、継続的・定期的に全国の児童虐

待による死亡事例等を分析・検証し、全国の

児童福祉関係者が認識すべき共通の課題と

その対応を取りまとめるとともに、制度や

その運用についての改善を促すことをねら

いとしたもので、2005年４月に第１次報告

が公開され、以降毎年報告されて、現在は第

21次報告が公開されている。 

また、2007年の児童虐待防止法改正では、

国及び地方公共団体に対して「児童虐待を

受けた児童がその心身に著しく重大な被害

を受けた事例の分析を行う」こと、すなわち

虐待による重大事例についての検証を地方

公共団体の責務とした。厚生労働省は、法改

正後に、「地方公共団体における児童虐待に

よる死亡事例等の検証について」（雇用均

等・児童家庭局総務課長通知）を発出してい

さらに、職種や地域による差異は限定的であり、これらの課題が特定の条件に依存するもので

はなく、市区町村に共通する構造的問題として広く存在している可能性が示唆された。 

以上より、市区町村における子ども虐待対応の課題は、支援者の業務負担、組織内外の関係

性、専門性の確保、制度的役割の明確化といった複数の要因が相互に作用することによって生

じる循環的構造として理解される必要がある。今後は、個別の技術的改善にとどまらず、組織

および制度レベルでの包括的な対応が求められる。 

４）子ども虐待による死亡事例等の検証の在り方と検証報告書の活用に関する研究 

 第２段階の研究で、エキスパートが指摘した問題や障壁の一つに検証の在り方そのものに問

題があった。本研究は、ここに焦点を当て、指摘内容から質問項目を作成し、児相と市区町村

で児童虐待に携わっている現場の実務者を対象にその必要性について回答を求めた。これによ

りエキスパートの指摘が実践現場においてどれだけ妥当性のあるものかを検証し、併せて回答

者の所属（児相と市区）、職種、経験年数、管理職か否等によって、検証の在り方や検証報告

書の活用に関する認識の違いを分析した。 

 質問は、国や地方公共団体の検証報告書を読んだことがあるか、どの程度活用されているか

の回答を求めたうえで、読んだことのある回答者に対して、検証の在り方や検証報告書の活用

に関する８つの質問項目に対して、どれだけ同意できるかの回答を求めた。 

読んだ経験のある回答者は８割以上で、市区より児相が高く、経験年数が上がるほど高くなる

傾向が見られた。 
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るが、そこでは、「検証の対象は、都道府県

又は市区町村が関与していた虐待による死

亡事例（心中を含む）全てを検証の対象とす

る」とし、「児童虐待を受けた児童がその心

身に著しく重大な被害を受けた事例の分析」

を行う責務が明記された。 

 以降、地方公共団体では、虐待による死亡

事例で把握可能なものは全て検証の調査対

象とし、特に重大事例が発生した場合、当該

地方公共団体が検証し、その結果を報告書

としてまとめ、その多くが公開されている。 

これらの報告書は、2007年の法改正の翌

年に発せられた通知「地方公共団体におけ

る児童虐待による死亡事例等の検証につい

て」に概ね則って作成されており、事例の概

要、関係機関の対応の経過、明らかとなった

問題点・課題、問題点・課題に対する提言

（当該自治体及び国に対するもの）という

視点で構成されており、2008年度から 2022

年度までで、総計 226 報告書が公開されて

いる。 

これまで、児童虐待防止に関する様々な

研究において、これらの報告書が参考文献

等として活用されている（例えば、増沢高他

（2012、2013年）「児童虐待重大事例の分析

（第１報、第２報）」子どもの虹情報研修セ

ンター）。しかし、全ての報告書の検証内容

について、総合的に分析した研究は、なされ

ていない。 

報告書を概観すると、多くの事例で共通

した課題と、特異な事例ゆえに生じている

課題がある。また報告書では、課題の改善策

が提言として示されているが、検証報告が

責務となって約 20 年が過ぎた現在までの

間、繰り返し示される提言内容も認められ

る。 

死亡事例の防止においては、同様の課題

や提言が繰り返し、示され続けている背景

理由や解決できない障壁等を明らかにする

必要がある。その上で、背景理由や障壁等を

解決し、地域の適切な児童虐待防止対応を

展開していく有効な改善策を見出すことが

重要である。そこで本研究の目的は、以下の

３点とする。 

①地方公共団体による検証報告書の内容に

ついて、児童虐待死事例の特徴、対応の経過

と課題、今後に向けた提言等を精査、分析す

ること。 

②共通して見出された課題や提言等が、児

童相談所（以下、児相）や市区町村の取り組

みに生かされ、実効性のあるものとなるた

めに、その障壁となる要因も含めて実態を

明らかにすること。 

③検証報告書の分析や実態調査から得られ

た結果を踏まえて、改善が進まない背景に

ある課題や障壁等を整理し、適切なシステ

ムの在り方や機能等を整理し、提示するこ

と。 

 

Ⅱ．本研究の流れ 

本研究は以下の３つの段階で計画している

（図１）。 

第１段階：地方公共団体の虐待による死亡

事例等に関する検証報告書、国の検証報告

書を含む死亡事例に関する国内の研究、英

米の死亡事例に関する研究等の分析を通し

て、虐待死に至る状況と、それを防げなかっ

た課題等を整理する。 

これには大きく以下のものを対象とする。 

①地方公共団体による検証報告書の 

内容の分析 

②虐待による死亡事例に関する国内の 
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先行研究等の分析 

③虐待による死亡事例に関する英米の 

先行研究の分析 

これらの分析を通して、虐待死を防げな

かった背景、対応上の課題等を整理、分析、

考察する。 

第２段階：児相と市区町村で児童虐待の対

応に当たっている（当たっていた）エキスパ

ート実務経験者（10年以上）に半構造化面

接を行い、第１段階で見いだされた課題、特

に繰り返し指摘されている課題等について、

その背景要因を多角的な視点（支援者個人

の要因、組織的要因、組織外も含めた構造的

要因、社会的要因等）から分析、考察する。 

第３段階：第２段階の結果を踏まえ、課題解

決の背景にある障壁等に関する質問項目を

作成し、全国の児相と市（特別区や政令市の

区を含む）に質問調査を行い、エキスパート

らが指摘している障壁要因が、多くの現場

で認められる内容なのか、その妥当性を確

かめ、解決策を検討し、提示する。 

 これについては以下の流れで行う。 

① 第２段階のヒアリング調査の分析結

果を踏まえて質問項目を作成する。質問項

目は児相と市区町村に共通する項目と市区

町村に特化した項目、および死亡等重大事

例の検証のあり方や報告書の活用等に関す

る項目の３通りを作成する。児相や市区町

村での虐待対応の経験者等数名に予備調査

を行い、適切な質問となるよう調整する。 

② 児童虐待の対応における課題と、そ

の改善に向け、作成した質問項目を用いて、

全ての児相および市区に所属する職員を対

象にオンラインによる全国調査を実施する。 

調査結果について、児相と市区で従事す

る職員の状態、職場での課題や障壁となっ

ている要因、およびそれそれの関係性を実

証的に検討する。 

 ③ ②の検討を踏まえて、課題や障壁と

なっている要因を解決していくための視点

や手立てについて考察し、その結果を提言

として報告する。 
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（図１）本研究の３つの段階 

 

 

    

虐待による死亡事例に関する
先行研究のレビュー 

虐待による死亡事例等の検証

報告の分析：課題等の抽出と
データベース化 

児相や市区町村で児童虐待防
止に携わる支援者へのヒアリ
ング調査 

・指摘される課題が繰り返さ

れる背景要因の分析 

・課題解決に向けた有効な取
り組みの検討 

全国の児相及び市区の児童虐
待対応部署に対する実態調査

の実施 

児童虐待にかかえわる職員の
状態と所属する組織を中心と

した課題や障壁に関する質問
項目の作成 

・職員の状況に関する因子の

抽出および所属する組織を中
心とした対応上の課題や障壁
に関する因子の抽出とそれら

の関係性（メカニズム等）と
解決に向けた手立ての検討 

・課題解決に向けた有効な取
り組みの提言 

第 1 段階 

既存のデータ分析 

第 2 段階 

仮説生成的研究 

第 3 段階
実証研究 
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Ⅲ．本年度の研究 

本年度は、３年計画で実施される研究の

第３段階である、児相と市区町村の職員の

状況、及び第２段階の研究でエキスパート

が指摘していた障壁や背景問題に関する質

問調査を実施して、障壁や課題として本質

的な問題に何があるのかを分析、整理する。

さらに３段階で進めてきた研究の総括とし

て、課題や障壁を解決し、より適切な手立て

について、個人レベル、組織レベル、社会レ

ベルでの提言を行う。 

 

本年度の研究は以下の４つに分かれる。 

① エキスパートへの半構造化面接の結果

を踏まえて、職員の状態に関する質問項目、

および組織等が抱えている課題に関する質

問項目を作成し、児相と市区に勤務する職

員に対して質問調査を実施する。調査結果

について因子分析を行い、職員の状態に関

する因子の抽出、および組織等が抱えた障

壁についての因子を抽出し、児相と市区と

で因子構造を比較する。 

② 児相について、勤務する職員の状態に

関する因子について、職員の属性（職種、経

験年数、管理職か否か、など）による差異に

ついて分析する。組織等が抱えた障壁につ

いての因子についても属性による違いを分

析し、さらに各因子間の相関を調べ、障壁と

職員の状態の関係性や障壁同士の関連を調

べるなどして、障壁等が解決されていかな

いメカニズムを分析する。 

③ 市区についても、②と同様の分析を行

う。 

④ 重大事例の検証のあり方や報告書の活

用等について、エキスパートへの半構造化

面接の結果を踏まえて質問項目を作成し、

児相と市区に勤務する職員に対して質問調

査を実施し、現場がどのような改善を求め

ているかを、児相と市区町村、職種、経験年

数、管理職か否かなどによる違いを含めて

分析する。 

 

本年度は、３年間、３段階の研究の最終

年、最終段階に当たるため、これまでのすべ

ての研究成果を踏まえて、総括し、課題や障

壁を解決し、より適切な手立てについて、個

人レベル、組織レベル、社会レベルでの提言

を行う。 

 

Ⅳ．知的所有権の取得状況 

 特になし 
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